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○つがる市企業誘致条例施行規則 

平成19年３月30日規則第36号 

改正 

平成28年３月18日規則第16号 

つがる市企業誘致条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、つがる市企業誘致条例（平成19年つがる市条例第24号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定申請） 

第２条 条例第４条第１項の規定により申請しようとする者は、指定企業指定申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 法人の登記事項証明書又は住民票の抄本 

(２) 法人にあっては、定款又は規約 

(３) 土地及び建物の登記事項証明書 

(４) 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の写し 

(５) 位置図 

(６) 建物の配置図及び各階ごとの平面図 

(７) 不動産及び重要な動産の取得に係る契約書の写し 

(８) 新規雇用従業者の確認できる就労者名簿、雇用保険証の写し及び住民票の写し（た

だし、住民票については、本籍の記載は必要ないものとする。） 

(９) 投下固定資産の総額の明細書及びそれを証する書類の写し 

(10) その他市長が必要とする書類 

（指定書の交付） 

第３条 市長は、前条の規定による申請があった場合、条例第３条の規定に基づきこれを

審査し、適当と認めたときは、企業に対し指定書（様式第２号）を交付するものとする。 

（変更の届出） 

第４条 前条の規定により指定を受けた企業（以下「指定企業」という。）に第２条に係

る申請内容から変更が生じたときは、当該事実があった日から30日以内に市長に対し指

定申請変更届（様式第３号）を提出しなければならない。この場合において、市長が必

要と認めるときは、指定企業はその変更に係る事実を証する書類を添付しなければなら
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ない。 

（操業の開始届） 

第５条 指定企業は、当該事業所の操業開始日から30日以内に市長に対し操業開始届（様

式第４号）を提出しなければならない。 

（奨励金等の交付申請） 

第６条 条例第５条から第７条に規定する奨励金（以下「奨励金」という。）の交付を受

けようとする指定企業は、次の表の左欄に掲げる申請書に同表右欄の書類を添付し市長

に申請しなければならない。 

申請書 添付する書類 

用地取得奨励金交付申請書（様式第５号） (１) 土地の購入代金の全額の支払を明

らかにする書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

事業所設置奨励金交付申請書（様式第６号） (１) 決算報告に関する書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

緑地設置奨励金交付申請書（様式第７号） (１) 緑地設置に係る事業実績報告書 

(２) その他市長が必要と認める書類 

（奨励金等の決定通知書） 

第７条 市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、当該申請

が適当と認めたとき、指定企業に対して次に掲げる決定通知書を交付するものとする。

ただし、奨励金において1,000円に満たない端数が生じた場合には、それを切り捨てる。 

(１) 用地取得奨励金交付申請にあっては、用地取得奨励金交付決定通知書（様式第８

号） 

(２) 事業所設置奨励金交付申請にあっては、事業所設置奨励金交付決定通知書（様式

第９号） 

(３) 緑地設置奨励金交付申請にあっては、緑地設置奨励金交付決定通知書（様式第10

号） 

（奨励金の請求） 

第８条 奨励金の交付決定を受けた指定企業は、交付年度内に奨励金請求書（様式第11号）

を市長に対し提出しなければならない。 
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（操業休止等の届出） 

第９条 指定企業は、操業を休止又は廃止若しくはこれと同様の状態に至ったときには、

速やかに書面でその旨を市長に届け出なければならない。 

（指定の取消等の通知） 

第10条 市長は、条例第８条の規定により、指定の取消し又は奨励措置の停止若しくは取

消しをしたときは、指定等取消（停止）通知書（様式第12号）により指定企業に対し通

知するものとする。 

（奨励金等の返還） 

第11条 市長は、指定企業の指定を取消したときは、既に交付した奨励金については期限

を定めてその返還を請求するものとする。 

（報告及び調査） 

第12条 市長は、指定企業に対し必要に応じて報告を求め又は調査することができる。 

（委任） 

第13条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

２ つがる市工場誘致奨励条例施行規則（平成17年つがる市規則第139号）は、廃止する。 

附 則（平成28年３月18日規則第16号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであってこの規則の施行前にされ

た処分その他の行為又はこの規則の施行前にされた申請に係る不作為に係るものについ

ては、なお従前の例による。 
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様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第３条関係） 
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様式第３号（第４条関係） 
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様式第４号（第５条関係） 
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様式第５号（第６条関係） 
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様式第６号（第６条関係） 
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様式第７号（第６条関係） 
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様式第８号（第７条関係） 
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様式第９号（第７条関係） 
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様式第10号（第７条関係） 

 

様式第11号（第８条関係） 
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様式第12号（第10条関係） 

 


